




特例申請の理由（支援付き住宅・人材育成事業） 
 

公益財団法人パブリックリソース財団 
 
2020 年度と 2021 年度については、各々補助率を９９．５％とすることを希望します。補

助率が高いのは、当該年度については、弊財団の財政基盤が弱く自己資金調達が困難であ

ることと、休眠預金申請事業において成果を示せていない段階のため、民間資金の調達が

困難であるためです。なお最終年度にあたる 2022 年度には民間資金の調達を行い、補助率

が 80％となるよう、計画を立てております。 
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